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環境と調和した社会の実現                       ●研究動向・成果
 

日本近海における陸域からの 

汚濁負荷モデル構築に向けて 
 

下水道研究部 下水道研究室 室長榊原 隆 研究官遠藤 淳 研究官藤原 弘道 

（キーワード）  海洋環境、汚濁負荷モデル、シミュレーション、下水道 

 

日本近隣諸国では近年著しい人口増加、産業発展

が見られる反面、河川・海洋においては水質汚濁の

問題が顕在化しつつある。2007年に我が国では海洋

基本法が成立し、日本近隣海域の水質環境管理が急

務となることを受け、当研究室では2008年度より3

ヵ年の期間で、プロジェクト研究「日本近海におけ

る海洋環境の保全に関する研究」を開始した。この

研究の目的は、下水道整備を中心とした陸域からの

汚濁負荷削減による水質環境保全に向け、国際的な

連携を構築することにある。 

 プロジェクト研究では、まず2008年度に陸域から

の汚濁物質負荷モデル、海洋海流モデルの把握及び

選定を、2009年度に選定したシミュレーションモデ

ルを用いて越境汚染の再現と予測を、2010年度に、

蓄積された結果を基に日本近海における「海洋環境

保全提言案」の作成を、それぞれ行う予定である。

2008年度は研究の初期段階として、陸域からの汚濁

負荷モデルの選定を行ったが、日本ですでに行って

いる「流域別下水道整備総合計画」の枠組みを参考

に、生産系・工場系・畜産系などのカテゴリー別の

汚濁発生源から排出される汚濁負荷量を算出し、積

算するモデルを選定した。 

 2009年度では、2008年度で選定した汚濁負荷モデ

ルを用いて実際に計算を行い、現状との整合性を検

証する予定である。なお、2009年1月には関係諸国の

研究者を日本に招へいし京都大学と共に国際シンポ

ジウムを行った。

(http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/kinkai1.pdf.pdf) 

 

下水道分野における 

膜処理技術の普及に向けて 
 

下水道研究部 下水処理研究室 主任研究官小越 眞佐司 
  研究官山中 大輔 

（キーワード）  膜処理技術、下水道膜処理技術会議、ガイドライン 

 

従来の沈殿池やろ過池に替わり、膜を利用して下

水中の浮遊性物質を除去する下水処理の技術が注目

されている。1997年に英国で日本の膜技術による実

際の下水処理施設が運転を開始した後、急速に世界

的な普及が始まっている。膜処理技術普及の背景と

して、既存施設の処理機能を厳しい放流規制に対応

させることが可能な技術であること、施設の改修に

あたっては比較的安価に導入可能な技術であること

が挙げられる。我が国の下水処理施設は、その多く

が戦後の高度経済成長期以降に建設されたものであ

り、今後、改築や更新が必要になる施設が急増する

ことは必至である。加えて、放流先水域の水環境改

善や施設の耐震性強化といった課題もあり、建設費

が安価でかつ高度な水質を得ることができる膜処理

技術の適用が我が国でも増加するものと考えられる。 

現在、我が国の下水道における膜処理技術の利用

は小規模施設が中心であるが、上記のような状況を

考えると、今後は中大規模施設も含めた下水処理施

設の様々な部分に採用の拡大を図る必要があるもの

と考えられる。そのため、国土交通省では当研究室

を事務局として「下水道膜処理技術会議」を設置し、

膜処理技術に関する最新の知見を収集整理するとと

もに、地方公共団体に対する技術的な支援を行うた

めのガイドラインの検討を行っている。さらに、国

内における膜処理施設を対象とした処理水質の調査

や運転管理等の実態調査、国外の膜処理技術に関す

る情報収集など、膜処理技術の普及に向けて調査検

討を進めている。 

（http://www.mlit.go.jp/report/press/city13_hh

_000006.html）
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ビルピット問題の解決に向けて 

 

下水道研究部 下水道研究室 
主任研究官松宮 洋介 研究官深谷 渉 交流研究員西尾 称英 

（キーワード）  下水道、ビルピット、悪臭、硫化水素、臭気指数 

 

１． ビルピット問題とは 

 地階を有するビルなどでは、地階で発生したト

イレ排水や雑排水を一旦貯留するための貯留槽

（ビルピット）を有する。ビルピットに貯められ

た下水は時間と共に腐敗が進み、下水道施設へ排

水される際に大量の硫化水素を放散させ、悪臭に

よる生活環境の悪化や都市イメージの低下をもた

らす。これがいわゆる「ビルピット問題」である。 

 ビルピット問題の難しいところは、発生源の特

定が難しく、特定し改善を指導しても法的根拠や

規制値が不明確なためビル管理者側の対応が消極

的であるという点である。 

 下水道研究室では、効果的かつ効率的に悪臭防

止対策を進めるための手法の開発を目指している。 

２．ビルピットに対する規制方法の提案 

 下水道施設へ悪質なビルピット排水を流下させ

ないためには、法的拘束力を持った規制を行う必

要がある。ビルピット排水の悪臭規制に対応する

法律としては、下水道法施行令、悪臭防止法、建

築物における衛生的環境の確保に関する法律があ

るが、工場や事業所などの活動に伴って発生する

悪臭に対して必要な規制を行うことを定めた悪臭

防止法は、適用範囲が広く規制の考え方や規制値

が明確であり、規制・指導において非常に有効で

ある。しかし、多くの自治体は悪臭防止法を扱う

部局と下水道管理部局とが別組織で、法に基づく

測定方法は試験コストが高く結果が出るまで時間

を要し、費用と時間をかけて試験を実施しても空

振りに終わる可能性があるなどの問題がある。 

そこで、悪臭防止法に違反していることが確実

だという根拠を下水道部局で揃え、悪臭担当部局

に引き継ぐ手法を提案した。この手法は、簡易な

拡散式硫化水素計を用い汚水桝のガス濃度を計

測し、その結果を悪臭防止法で規制する臭気指数

や液相中硫化水素濃度に換算することで、簡単に

規制値の超過を判定するというものである。 

なお、規制値超過の判定の目安（汚水桝での硫

化水素ガス濃度）は、延べ約50箇所のビルピット

実態調査結果より、概ね100ppm以上とした。 

今後は、本手法の精査・改良を図り、自治体向

けのマニュアルを作成する予定である。 

【参考文献】ビルピット排水の臭気対策に関する検討、

第45回下水道研究発表会講演集、2008.6 

 http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/results3.html 

P

汚水桝

H2Sgas生活環境の保全
（悪臭防止）

雨水桝

汚水桝

マンホール

※H2Sgas=硫化水素ガス

H2Sgas

H2Sgas
H2Sgas

・H2Sによる管路損傷に伴う

　　　　　道路陥没事故の防止
・下水道施設の保全

ビルピット

苦情の発生

汚水桝に簡易硫化水素計を設置し、
気相中硫化水素濃度を測定

臭気指数による規制
液相中臭気指数を予測

継続調査
特定悪臭物質による規制

液相中硫化水素濃度を予測

予測値が規制基
準値を超えるか

調査結果を担当部局に報告

yes

no

ポイント

原因施設の特定

環境と調和した社会の実現                       ●研究動向・成果
 

ビルピット問題の解決に向けて 

 

下水道研究部 下水道研究室 
主任研究官松宮 洋介 研究官深谷 渉 交流研究員西尾 称英 

（キーワード）  下水道、ビルピット、悪臭、硫化水素、臭気指数 

 

１． ビルピット問題とは 

 地階を有するビルなどでは、地階で発生したト

イレ排水や雑排水を一旦貯留するための貯留槽

（ビルピット）を有する。ビルピットに貯められ

た下水は時間と共に腐敗が進み、下水道施設へ排

水される際に大量の硫化水素を放散させ、悪臭に

よる生活環境の悪化や都市イメージの低下をもた

らす。これがいわゆる「ビルピット問題」である。 

 ビルピット問題の難しいところは、発生源の特

定が難しく、特定し改善を指導しても法的根拠や

規制値が不明確なためビル管理者側の対応が消極

的であるという点である。 

 下水道研究室では、効果的かつ効率的に悪臭防

止対策を進めるための手法の開発を目指している。 

２．ビルピットに対する規制方法の提案 

 下水道施設へ悪質なビルピット排水を流下させ

ないためには、法的拘束力を持った規制を行う必

要がある。ビルピット排水の悪臭規制に対応する

法律としては、下水道法施行令、悪臭防止法、建

築物における衛生的環境の確保に関する法律があ

るが、工場や事業所などの活動に伴って発生する

悪臭に対して必要な規制を行うことを定めた悪臭

防止法は、適用範囲が広く規制の考え方や規制値

が明確であり、規制・指導において非常に有効で

ある。しかし、多くの自治体は悪臭防止法を扱う

部局と下水道管理部局とが別組織で、法に基づく

測定方法は試験コストが高く結果が出るまで時間

を要し、費用と時間をかけて試験を実施しても空

振りに終わる可能性があるなどの問題がある。 

そこで、悪臭防止法に違反していることが確実

だという根拠を下水道部局で揃え、悪臭担当部局

に引き継ぐ手法を提案した。この手法は、簡易な

拡散式硫化水素計を用い汚水桝のガス濃度を計

測し、その結果を悪臭防止法で規制する臭気指数

や液相中硫化水素濃度に換算することで、簡単に

規制値の超過を判定するというものである。 

なお、規制値超過の判定の目安（汚水桝での硫

化水素ガス濃度）は、延べ約50箇所のビルピット

実態調査結果より、概ね100ppm以上とした。 

今後は、本手法の精査・改良を図り、自治体向

けのマニュアルを作成する予定である。 

【参考文献】ビルピット排水の臭気対策に関する検討、

第45回下水道研究発表会講演集、2008.6 

 http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/results3.html 

P

汚水桝

H2Sgas生活環境の保全
（悪臭防止）

雨水桝

汚水桝

マンホール

※H2Sgas=硫化水素ガス

H2Sgas

H2Sgas
H2Sgas

・H2Sによる管路損傷に伴う

　　　　　道路陥没事故の防止
・下水道施設の保全

ビルピット

苦情の発生

汚水桝に簡易硫化水素計を設置し、
気相中硫化水素濃度を測定

臭気指数による規制
液相中臭気指数を予測

継続調査
特定悪臭物質による規制

液相中硫化水素濃度を予測

予測値が規制基
準値を超えるか

調査結果を担当部局に報告

yes

no

ポイント

原因施設の特定

環境と調和した社会の実現� ●研究動向・成果


